




















平成 17年 (2005年)7月26日，新7こに会社法が公布され(平成 17年法律第





































二 第 170条第 l項〔取得条項付株式の取得〕の規定による取得条項付株式
の取得
三 第 173条第 1項〔全部取得条項付種類株式の全部の取得〕の規定による第





























































































































































iこ取り立てることができる(民法 362条2項・同 350条・問 297条)という
説。大審院判剖も， この説を採っていた(前掲の大審院昭和3年 11月日日














































































































































たにすぎない 207条 2項lこ反することが明白である。また， この見解に従え




























































































































会社その他の第三者j に対する対抗要件となる(会社法 130条 l項)のに対
し，②株券発行会社の株式の登録譲渡担保は，株主名簿への取得者(譲渡担






































































































































































他方，会社法の立法担当者は， r現行商法 209条 1項には，①利益の配
当，⑨残余財産の分艶，および③ 208条の金銭の支払いが同列に掲げられて
いる。このうち，②および③については，それぞれ別の規定(②については，


























































































1) 清原泰司『物上代位の法理~ 116頁以下(民事法研究会， 1997年)。同「略式質
の法的構造j奥島孝康教授還暦記念論文集編集委員会編『近代会業法の形成と展開
第二巻J193頁以下(成文堂， 1999年)。
2) 清原・前掲注 1) W物上代伎の法瑛~ 167頁，問「略式質の法的構造J200頁。
3) 清原・前掲注 1) W物上代伎の法理~ 126支， 164頁以下，悶「略式質の法的構
造J197支以下。
4) 吉平総は，我妻栄『新lH担保物権法(民法講義II)~ 199頁以下(岩波苦手底， 1968 
年)，竹内昭夫「株式担保の立法論約考察JW会社法の理論I 総論・株式~ 231頁
以下(有斐関， 1984年)，清原・前掲注 1) W物上代位の法理~ 138頁以下参照。
5) 梅謙次郎『訂正増補民法要義巻之ニ物権編~ 490頁以下(第 31版， 1911 




9) 清原・前掲注 1) W物上代佼の法理J170 Jrの注(21)，171頁の注(23)掲記の文献
参照。
10) 中島玉音『民法釈義巻之二下物権編下J978頁 (1916年)，近藤英吉『改訂
物権法論J288頁 (1937年)，勝本正晃 f担保物権法J342頁 (1938年)。
11) 1添清吉『民法講義〔物権H 293頁 (1935年)。
12) 関連吉『会社法要論上巻.1510頁 (1927年)。
13) 田島)1医『担保物権法.1171賞以下 (1934年)。










第三者対抗要件」法学2巻 7号 734頁以下 (1933年)，水口吉蔵 f旅券の質入lこ就
てJW商法論叢.1181 1'[以下 (1931年)。
17) 寓弁・前掲注 16)5141'[，三滋・高官掲注 16)454夏。
18) 清原・荷揚注 1)176頁以下， 195衰の注(5)および注(6)掲記の文献参照。
19) 松本主主治「改正法案に於ける株式に関する規定に付てj法律時報8巻 3号4頁
(1936年)。




































りJ(花岡敏夫 f商法改正法律案論評j法律時報8巻5号 12貰 (1936年))と論評
されていた。論者の陥りやすい陥努である。
登録質制度の立法化後，質権の「登録J=対抗力の付与という見解~明白に述べ
るのは，勝本・前掲注 10)342頁，坂義彦 f株式の質入j 日本公証人協会雑誌 62
号4頁 (1940年)，鹿島禰太郊「株式の譲渡及び主主入に関する若干の問題」民商法
雑誌 13巻 l号 9頁 (1941年)である。










38) 清原・前掲注 1) r物上代位の法理~ 109頁， 116 Ji以下。
39) 前田勝〔発言Jf (1~談会)株式の譲渡担保J rジュリスト増刊 譲渡担保の法
理.1231支(有斐額， 1987年)。
40) 前田勝『新版注釈会社法(3)株式(1)~ 197頁以下参照(有斐閣， 1986年)。
41) 古吉田・前掲注35)200頁。
42) 江頭憲治郎「新会社法制定の意義jジュリスト 1295号 6頁 (2005年)。
43) 江頭鐙治郊「新会社法の環論的向題(1)株式関係を中心lこj商事法務 1758号 11
支 (2006年)。
44) 江頭怒治郎〔発言Jf(座談会)r会社法』制定までの経緯と新会社法の読み方J
R害事法務 1739号 15頁 (2005年)。
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45) 江頭・前掲主主35)213支の注(4)。
46) 我妻・前掲注4)201頁，清原・前掲注 1)W物J二代位の法理.!150 Jf参照。
47) もっとも，私見のように，いかなる代位目的物であっても「差押え」を婆しない
という見解を採れば，この区別の必要はない(清原・前掲注 1)r物上代位の法
理.!166頁以下，悶・前掲注 1)198頁参照)。
48) 弥永教授はこの点を正確に指摘し， r剰余金の配当に質権の効力が及ぶ以上，支
払古lnこ差し押さえる必要はないと考えるべきであるj と述べる(弥永・前掲注34)
791lfの注61)。
49) 稲津哲=岩崎友彦「新会社法の解説(3)株式(総別・株主名簿・株式の譲渡
等)J商事法務 1739号45頁 (2005年)。
50) 稲津=岩崎・前掲注49)45支の注ヲ。
51) 同旨，弥永・前掲注 34)79頁の注610
52) 会社法 151条8号が，略式質，登録質ぞ関わず，質権一般の効力として配当に対
し効力が及ぶことを明文化したことにつき， rいわば，パラダイムの転換がなされ
たJ(天野俊洋〔発言Jr (座談会)新会社法で金融実務はどう変わるか」銀行法務
21・656号 29支 (2006年)という指摘があるが，理論的lこは何らパラダイムの転
換ではない。むしろ，会社法は，本来の正しい姿に戻ったと言うべきである。もっ
とも，これまでの多数説に影響された金融機関が，絡式繁は配当に及ばないと考
え， r従前のように漫然と略式担保で結構です，配当には奥味ありません，という
わけにはいかなくなったのではないかJ(天野〔発言ト前掲問箇所)という指摘
は，そのとおりである。
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